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新刊紹介
富永健一編
『経 済 社
?
学』
本書と同じシリーズの「理論社会学」 （青井和夫編）を手にしたとき，筆者は岩波現代
経済学シリーズの『経済体制」 （村上・熊谷・公文著）と好一対をなす意欲的で迫力ある
論文に大いなる刺激と活力を与えられた。そのことから，これら二冊と共通のメンバーを
中心に書かれた本書にもかなりの期待をもっていたわけであるが，全体を一読した印象か
ら言えば，内容の評価は別としてそれぞれの分野で個別的に行なわれている研究を編者の
構想する「経済社会学」の青写真に仮に配列し，欠けているところはデッサンで補ったと
いう感がしないでもなく，必ずしも「理論社会学」において示されたような包括的なフレ
ーム・オプ・レファランスにもとづいて個々の議論が展開されているわけではない。
本書は5つの部分に分かれており，第1部「経済社会学の視点」で編者の富永健一氏が
青写真を提示する。そこではまず，経済的行為及び経済体系を社会的行為及び社会体系の
ー下位部門としてとらえ，それらを社会学的概念用具と理論枠組で説明しようとするのが
経済社会学であると定義され，経済の領域に社会学のディシプリン（ここでは Parsonsに
よって集約されその後彫琢を加えられた構造ー機能主義の準拠枠と理論枠組）から接近す
るものであることが明らかにされる。次いで分析論理における社会学と経済学の相似性と
非相似性が行為分析•交換理論・システム理論という三つの項目に集約して手際よく示さ
れる。このあたりは「理論社会学」の小室直樹氏の論文を参照すれば一層イメージがはっ
きりするであろう。かかる基本的視点の設定ののち，構造ー機能主義の準拠枠からする社
会学原論の標準的区分に対応して， I.経済行動，皿経済体系の構造と機能， IV.経済体
系の構造変動， v.経済社会政策論の順に各論文が配列されることになる。以下少々羅列
的になるが内容を簡単に紹介しよう。
第 II部「経済行動」は消費行動・貯蓄行動•企業行動•財政行動の 4章からなる。 「消
費行動」では井関利明氏が既に公にした消費者行動の「生活体系」アプローチとその調査
例を要約している。本書に述べられている範囲では ParsonsのAGILと結びつけた機能
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領域分類がいかなる意味をもつのか必ずしも明確ではないが，調査の分析結果には注目す
べき点が多い。続く「貯蓄行動」 （直井優・長井正明）では社会学的変数を加えた貯蓄行
動の実証分析結果が示されているが経済学モデルに対する優位を納得させるには至ってい
ない。尚，以上2章は消費と貯蓄を別々に論じただけで終っており， 「家計行動」として
統合さるべき余地を残している。 「企業行動」 （岡本康雄）では企業の行動基準と考えら
れた従来からの最適化基準と March,Simonらの満足化基準の検討がなされたのち，構
成員のつくるシステムとしての企業組織を社会とのかかわりにおいて論じている。しかし
問題提起のレベルを超えた新しい分析体系の発展は今後にまたなければならない。 「財政
行動」 （若山浩司）は常識的な財政政策の解説である。
第皿部「経済体系の構造と機能」のうち4章は村上泰亮・公文俊平両氏が「経済体制」
で展開した議論の一環をなすものである。はじめに相互作用の諸類型とその意識化形態で
ある対立・一体視・協力が区分され，一体視と協力をそれぞれ主な特徴とする対立処理シ
ステムである「組織」と「市場」が引き続いてテーマにのぼせられる。そこでは市場と組
織の成立要件と性格が要約的に示され，両者おのおのの普逼化をめざすものとしての「市
場経済」と「計画経済」が産業社会の文脈において，システムの基礎的前提の成否，機能
的効率及び物神化の三点に整理して対比される。いずれも論点が圧縮され詳細な全体像が
描かれているわけではないが，同質性対異質性という人間の二元的契機に遡って二大経済
システム類型のいわば論理的必然性を説くところに注目すべきであろう。第I部最後の
「公共経済」 （貝塚啓明）は公共財概念及び二つの租税原則を中心にした公共経済学の要
約であるが，少なくとも専門外の者にとっては論点を明確につかむことが困難ではないか
という印象を受けた。そのことを別にしても本来ならばここには前4章と同じ理論枠組に
よる公共部門の分析が期待されるところである。
第1V部は「経済体系の構造変動」を扱うが最初の「経済発展と社会発展」 （直井優）で
は経済発展に関連した社会発展の諸概念を整理した上で，一国の全体社会の発展に関して
は構成員の生活水準の向上を，国家間の関係の発展については諸国家の平等化を社会発展
と呼ぶことを提案し，後者に関連して「国際階層」概念の適用を示唆している。 「産業化
の発展段階」 （松原洋三）においては，産業社会の価値体系（＝機能的合理性の追求）の
下での社会構造の変化がもたらす「脱工業社会」と，価値体系そのものの変革を伴う「脱
産業社会」を区別し，それぞれ D.Bell及び D.Riesmanのボスト・インダストリアル
・ソサエティ論を援用しつつ論じたのち， Bellの敵対的文化論を加味して現実の社会変動
がこの二つの社会への動きの相剋としてとらえられることを明らかにしている。ここから
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は更に，産業社会の土壌に生え出た敵対的文化がその土壌を離れて育ちうるものなのか，
文化的価値の変革はいかに社会構造を変え自らを制度化していくのかといった興味ある問
題領域が経済社会学の枠を超えて広がっているといえよう。続く第14章（岩田昌征）で
は，経済社会の理念像に向かって意識的な建設プロセスを推進していくという点で資本主
義社会とは異なった様相を見せる「社会主義経済体制の変動」を過渡期論の枠組で論じて
いる。そこではまず各国の過渡期論を概観したのち，作業仮説としての過渡期概念を提示
し，各段階における経済政策のあり方を制度政策・過程政策の二分類にもとづいて考察し
ている。この章のテーマは全体の構成から言えば第皿部で明らかにされた二大経済システ
ム類型すなわち市場経済と計画経済を包括する一般変動理論の特殊ケースにほかならな
い。その意味で村上・公文両氏の理論枠組と，本章で岩田氏が示した概念図式は経済シス
テムの一般変動理論構築にとって今のところ最も有力な準拠点を与えており，この方向で
の展開を目指す人にとっては彼らのオリジナルの著書の参照が不可欠であろう。
第V部「経済社会政策論」は福祉概念の検討とその指標化をテーマにしている。そのう
ち「価値標準としての福祉」 （直井優）では経済学における福祉概念の吟味を行ない，そ
こでの価値基準が社会の支配的価値との合致を明らかにしえないことから，機能する全体
としての社会の観察を通して支配的価値を発見するという社会学的方針が採用される。具
体的には日本の場合の若干のデータから生活の満足度と階層帰属意識との関連が見いださ
れているが，本格的実証分析は今後の課題であろう。ともあれ上のような方針をとれば，
効用の可測性・比較可能性•Arrowの定理などに拘束されずに何らかの福祉指標を構成
する余地が出てくる。第16章（盛山和夫）はその一つの試みであり，社会状態変数の増分
の一次結合で与えられる福祉増大量と二基準点方式とを結びつけることによって従来の試
みが含む問題点に答えようとしている。詳細な検討を要するが，さしあたってこのような
短期的増分指標では，長期的にみれば代替可能性のない福祉成分を代替可能であるかの如
く扱ってしまう恐れはないのか気になるところである。大多数の人々の合意にもとづくい
わば事後的修正で事足れりとする考え方 (p.341)にはGNP信奉と同じ危険が含まれて
いるのではなかろうか。以上，福祉に関する議論は経済社会政策論の一部であり，本来な
ら政策論の全体像とその中における福祉論の位置づけといったもののスケッチがあってし
かるべきである。
さて，多方面の論文からなる本書をところどころ批評らしきものを交えてごく簡単に紹
介したわけであるが，経済社会学的方法として確立したものがない現状において各論文の
評価は読者自身の経済社会学のとらえ方によって異なってくるかもしれない。実際，経済
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の領城に社会学のディシプリンで接近するという編者の定義とは違って，ディシプリンそ
のものの綜合を含むような経済社会学もありうるのではないかと筆者は考えるが，もしそ
うであればここに配列された論文を編者の青写真にどれだけ忠実かということで評価すべ
きではなく，いましばらく議論の展開を見守ると共に，自らも展開の可能性を探ってみる
必要があろう。（尚， p.9 図 1• 2はミスプリ， p.236 5行目「……主張しているわけで
ある。」は「……わけではない。」の誤りであろう。）
（東京大学出版会， 1974年10月刊， A5判， iv+356ペー ジ， 1,500円）
（春日淳一）
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